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Ⅰ�　は�じ�め�に

経済理論分析における企業は，原材料を投入す
ると製品が産出される一種のブラックボックスと
して扱われ，企業内部における価値創造にまつわ

る人間の営みは長年捨象されてきた。これに対し
て近年，内部労働市場の経済分析ということで，
企業内における教育訓練・インセンティブ・昇�
進・査定・賃金・権限委譲など，ブラックボック
スを開けて「職場」レベルに降りた経済学的研究
が進み，多くの有用な知見が蓄積されてきてい
る。ところが，内部労働市場の経済分析において
は，今度は企業間の戦略的相互依存関係，企業の
参入・退出といった企業ダイナミックスなど，企
業レベルの戦略行動が捨象されることが多い。一
方，産業経済学において企業の戦略行動が分析さ
れる際には，企業の内部は相変わらずブラック
ボックスとして扱われるのが通例である。

しかしながら，内部労働市場のあり方と企業レ
ベルの戦略行動の間には重要な関係があり，その
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関係を明示的に分析することにより新たな知見が
得られると考えられる。本稿では，このような問
題意識のもとに筆者がこれまでに行ってきた応用
ミクロ理論研究の概要を紹介し，今後の研究課題
を指摘する。なお，同様の問題意識に基づいて行
われた他の研究を調査・総括することは本稿の目
的外であり，別の機会に譲ることとしたい。

Ⅱ�　改善型技術革新と内部労働市場─
Morita（2001,�2005）

内部労働市場分析の中核を成す企業内人的資本
あるいは熟練蓄積の理論においては，特定の企業
にしか適用できない企業特殊的熟練と他企業にも
適用できる一般的熟練を区分することが重要とさ
れる（Becker（1964）などを参照）。しかし，企業
内で現実に蓄積される熟練はこれら両極端の中
間，いわば「ある程度企業特殊的な熟練」であ
り，熟練の企業特殊性は国・産業・企業などによっ
て異なると考えられる。

では，熟練の企業特殊性はどのように定まるの
だろうか？ Morita（2001）は，企業の技術革新
戦略により定まる技術の企業特殊性とその技術の
もとに培われる熟練の企業特殊性との関連を捉え
る理論を分析することを通じて，この問いにアプ
ローチした。そして，Morita（2001）は，技術革
新に関わる企業間の戦略的補完性がもたらす複数
均衡が，技術および熟練に関する企業特殊性，離
職率，ならびに企業内訓練への投資に関わる日米
企業間の相違を説明しうることを示した。

Morita（2001）の理論モデルの概略は以下の通
りである。参入自由な企業が一種類の財を生産で
き，労働が生産に必要な唯一のインプットである
とする。雇用可能な個人が N 人存在する。各個
人は一期目の最初には同一の一般的熟練を有し，
雇用されれば一期間あたり一単位の労働力を供給
する。一期目の最初に，各企業は一期目の賃金を
オファーして何人かの個人を雇用できる。

財を生産するために必要な一般的な技術が存在
し，各企業は費用ゼロでその技術を使用できる。
第一期目に労働者を雇用した各企業は，その一般
的な技術をそのまま使用する（技術 S）か，また

は技術の改善を行う（技術 I）か，のいずれかを
選択する。と同時に，自らの労働者に与える企業
内訓練のレベル�h�を決定する。一人当たり訓練
費用は，h の凸（convex）な増加関数とする。ま
た，技術の改善を行うためには，労働者一人あた
り T のコストが必要である。ここでの技術の改
善は，エンジニアと現場作業者が緊密に協力して
無数の小さな改善を積み重ねて品質を向上させ，
あるいは生産コストを削減する，いわゆる「改
善」型の技術革新を指す。このような無数の小改
善は企業外から観察することが難しく，したがっ
て，同一の基本技術を異なる企業がそれぞれに改
善してゆく場合，改善された技術は各企業の独自
技術を含んだ「ある程度企業特殊的な」技術とな
る（この点については，Doeringer�and�Piore（1971）,�
Hayes�and�Wheelwright（1984）などを参照）。これ
を踏まえ，モデルでは，企業が技術 I を選択した
場合，その技術はある程度企業特殊的な技術にな
る，と仮定される。

各企業のアウトプットは各期の最後に産出され
る。一期目のアウトプットは技術の選択と企業内
訓練のレベルに関係なく労働者一人あたり一定の
値�d�をとるのに対し，二期目のアウトプットは
それらに影響される。具体的には，一期目に企業�
i�に雇用されて二期目には企業�r�に雇用された個
人�j�の企業 r�における二期目のアウトプットは

（1）で与えられる。

（1）　y i
rj  =arj x（ t i,  t r,  z）hi+d

ここで，arj�は個人�j�と企業 r�の間の相性（マッ
チ・クオリティー ,�match�quality）を表す。各個人
はそれぞれの企業との間にマッチ・クオリティー
を持っており，それらは同一の分布関数に基づい
て相互に独立に分布している。ある個人がある企
業に最初に雇用された期の最後にマッチ・クオリ
ティーは実現し，周知される。また，hi�は企業�i�
が一期目に従業員に与えた企業内訓練のレベルで
ある。
（1）における x（ t i,  t r,  z）（z�=�0�または�1）が，

技術と熟練の企業特殊性を結びつける，このモデ
ルに特徴的な要素である。ここで，z�=�0�はこの
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個人の雇用者が一期目と二期目で変わらなかった
（つまり�i�=�r�である）ことを示し，z�=�1�は一期
目と二期目の雇用者が変わった（つまり�i�≠�r�で
ある）ことを示す。

一般に，企業内訓練の目的は従業員がその企業
が採用する技術をよく理解し，その設備を効率的
に操作・運転できるようにすることであり，した
がって，技術と訓練との間には密接な関連があ
る。このモデルでは，もしある個人が改善なしの
一般的な技術のもとに訓練を受けた場合，その個
人が受けた訓練は一般的な技術を採用する他の企
業にも同様に有効であるのに対し，改善された技
術のもとに訓練を受けた場合，その訓練は一般的
な技術に対応する部分に加えてその企業に特殊的
なものをも含む，と仮定する。そして，マッチ・
クオリティーと訓練レベルを一定とすると，改善
技術が一般技術よりも高いアウトプットを産出す
るのは，その改善技術のもとで訓練を受け，した
がってその改善技術の企業特殊性を熟知している
従業員に操作された場合のみである，と仮定す
る。これらの二つの仮定を，x（ t i,  t r,  z）に即して
表現すると，以下の三つの仮定となる。第一は，
x（I,�I,�0）が x（ t i,  t r,  z）の可能なすべての組み
合わせの中で，最大の値をとる。第二は，x（I,�
S,�1）=�x（S,�S,�1）=�x（S,�S,�0）。そして第三は，
x（I,�I,�1）<�x（S,�S,�0）および x（S,�I,�1）<�x（S,�
S,�0）である。

二期目の最初に，各企業は自らの従業員ならび
に他企業の従業員に対して，二期目の賃金をオ
ファーする。これを受けて各個人は，最も高いオ
ファーを受ける。一期目の雇用主と他企業が同じ
オファーをした場合には，一期目の雇用主のオ
ファーを受けてその企業に引き続き二期目にも雇
用されるものとする。

Morita（2001）は，このモデルの純粋戦略にお
けるサブゲーム完全均衡を分析し，命題 2.1�が成
立することを示した。

命題2.1
改善のコスト T が中程度の値をとるとき，モ

デルは二つの均衡を持つ。すなわち，全く同一の
パラメター設定のもとで，すべての企業が技術改

善を選択する（技術 I）均衡と，すべての企業が
改善なしで一般技術（技術 S）をそのまま使用す
る均衡とが存在する。

複数均衡をもたらす論理は以下の通りである。
改善技術は，その技術のもとで訓練を受けて技術
の企業特殊性を熟知した従業員が操作する場合に
のみ，一般技術よりも高いアウトプットを産出す
る。したがって，ある企業が一期目に訓練した従
業員が二期目に他の企業に移る離職率が低いほ
ど，その企業が改善技術を選択するメリットが高
まる。ここで，もし他の企業もすべて改善技術を
選択しているとすると，各企業の離職率がより低
くなる。ある企業で訓練を受けた従業員は，他の
企業の技術の企業特殊性を知らないため，一期目
に雇用された企業との相性が余程悪くないかぎ
り，二期目に他の企業に移ることはないからであ
る。すなわち，ある企業が改善技術を選択する
メリットは，他の企業も改善技術を選択する場合
に，より高くなる。すると，技術改善のコスト T
が中程度である場合，各企業が改善技術を選択す
ることによる限界利益は他企業がすべて改善技術
を選択する場合にのみ正となり，二つの均衡が存
在することになる。

ここで，すべての企業が技術改善を行う均衡
（I�均衡）を日本型，行わない均衡（S�均衡）を米
国型の均衡と解釈しよう。日本型の均衡では，技
術改善の結果，各企業の技術がある程度企業特殊
的なものとなり，技術の企業特殊性が熟練の企業
特殊性につながり，また，従業員の離職率を引き
下げる。そして，低い離職率を予測する各企業
は，企業内訓練により多くを投資する。したがっ
てこの理論モデルは，日米企業の経営および雇用
慣行の違いのうち，米国企業に比べて日本企業は
細かな改善を積み重ねることにより生産性および
品質を向上させる活動により重点をおいており，
離職率が低く，従業員教育・訓練により多くの投
資を行い，教育訓練の結果形成される熟練の企業
特殊性が高い，という四つの違いに関して，複数
均衡に基づく一つの説明を与えるものである 1）。�

また，Morita（2005）は，同様の基本論理が，
日米企業間のより幅広い相違を説明し得ることを
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示した。ここで中心となる概念は，一人の従業員
がより幅広い仕事をこなす技能・知識を有してい
る，という意味での multi-skilling�である。小池

（1977）および�Koike（1988）によれば，米国企業
に比して日本企業はその従業員に職務ローテー
ションを通じてより幅広い仕事をこなす技能・知
識を身につけさせるのが通例であり，また，従業
員一人ひとりが幅広い職務知識を持っていること
が改善活動を効率的に行うための重要な条件とな
る。一方，Aoki（1986）は，企業組織における意
思決定権限の下部委譲に関して，権限委譲を受け
る従業員が自らの担当職務を超えたより幅広い仕
事をこなすことができれば，不測の事態にも効果
的な対応が可能で，権限委譲の実効が上がりやす
いことを指摘した。

これらの先行研究を踏まえて�Morita（2005）
は，日本型と米国型の複数均衡が存在する理論モ
デルで，日米企業間の違いを以下のように説明し
た。日本型均衡においては，他のすべての企業が
技術改善を行うため，それぞれの企業が技術改善
を行うことによって正の限界利益を得る。技術改
善を行うためには，職務ローテーションなどによ
り従業員に幅広い職務知識を身につけさせること
が必要で，これは権限の下部委譲を促す。また，
技術改善は熟練の企業特殊性を高めるとともに，
離職率を下げる。

複数均衡により日米企業間の違いを説明する理
論モデルは，Morita（2001）以外にも存在する。
例えば，Prendergast（1989）,�Abe（1994）,�Chang�
and�Wang（1995）,�Owan（2004）などである。こ
れらの研究では，離職率・企業内訓練およびその
企業特殊性・昇進システムなどの内部労働市場に
おいて重要な幾つかの要素に焦点を当て，従業員
の能力について企業間に情報の非対称性がある場
合に複数均衡が生じることが，基本論理となって
いる 2）。�

これに対して�Morita（2001,�2005）の新規性な
らびに重要性は，企業の改善活動という企業レベ
ルの戦略行動と内部労働市場のあり方との相互関
連を明示的に分析し，そこから熟練の企業特殊性
が内生的に定まることを示したことにある。この
相互連関を分析することで，「ある企業が改善技

術を選択するメリットは，他の企業も改善技術を
選択する場合により高くなる」という新たな戦略
的補完性が見出され，それが複数均衡を生み出す
要因となっている。

Ⅲ�　企業ダイナミックスと内部労働市場�
─Morita（2012）

産業においてどれくらいの割合で新たな企業が
参入し，また既存の企業が退出してゆくか，とい
う意味での企業ダイナミックスは，企業特殊的熟
練への投資，および従業員の離職率と重要な関係
がある。たとえば，企業の新規参入および既存企
業の退出の割合が高い産業においては，従業員の
離職率が高くなり，そのため企業特殊的熟練に対
する投資の意欲は低くなると考えられる。にもか
かわらず，既存の企業ダイナミックスの理論モデ
ルは，企業は従業員を雇用して生産活動を行って
いる，という現実を捨象してきた。また，企業特
殊的熟練や離職率を分析する既存の内部労働市場
の理論分析には，企業ダイナミックスを明示的に
組み込んだものは存在しない。

本論文は，上記の重要なギャップを埋める，応
用ミクロ理論においては恐らくは最初の試みであ
る。理論モデルの概要は以下のとおりである。二
期間モデルで，各期同一の右下がり需要曲線に直
面する産業を分析する。産業への参入・退出は各
期において自由，各企業は産業全体に比して微小
であり価格受容者（プライス・テイカー）として
行動する。生産のためには労働が必要である。企
業は各期において従業員を一人雇えば一単位の製
品を生産できるが雇わなければ生産できず，また
二人以上従業員を雇うことはできない。雇用の対
象となる個人は多数存在し，各個人はこの産業で
雇用されない場合は毎期�w�の賃金をこの産業の
外で得る。各企業の生産性は，その企業の経営能
力と従業員の企業特殊的熟練のレベルによって決
まる。各企業�i�は経営能力�ai�を持っており，そ
れらは同一の分布関数に基づいて相互に独立に分
布している。経営能力�ai�は事前には企業�i�を含
めて誰も知らないが，企業�i�が参入した期の末に
実現し周知される。
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一期目に参入し，一期目の賃金をオファーして
従業員を一人雇った企業�i�は，その従業員に対し
てレベル�hi�の企業特殊的熟練を与えることがで
きる。訓練コストは熟練レベルの凸な増加関数と
し，分析の簡単化のため，企業特殊的熟練はその
企業の次期の生産性にのみ影響するとする。企業�
i�の製品一単位あたり生産コスト（賃金コスト含ま
ず）は�c − xai −λ（c�と x�は正の所与の定数）で
与えられる。ここで�λ�は，従業員が持つ企業特
殊的熟練のレベルとその従業員を雇用する企業の
生産性との関係を表すもので，その従業員がその
企業に前期にも雇用されていた場合はλ�=�yhi�と
し，そうでない場合はλ�=�0�とする。x�と�y�は，
それぞれ，�経営能力ならびに企業特殊的熟練の重
要性を表すパラメターである点に注意しよう。
もし企業�i�が二期目にも生産を継続する場合，そ
の企業が一期目に雇用した従業員の二期目の賃金
は，企業特殊的熟練への投資のリターンを企業�i�
とその従業員が賃金交渉により分割するなかで決
定される。また，二期目に参入する企業は，二期
目の賃金をオファーして従業員を一人雇用できる
が，その従業員はその参入企業に特殊的な熟練を
有していない。

企業ダイナミックス，企業特殊的熟練，およ
び離職率の相互関連をこの理論モデルで分析
することにより，命題 3.1（Morita（2012）では
Proposition�2）に提示するような比較静学分析結
果を得る。

命題3.1
パラメター�x�が表す企業の経営能力の重要性

が高まると，モデルの均衡における企業の退出率
および従業員の離職率が増加し，企業特殊的熟練
への投資が減少し，そして従業員の賃金プロファ
イルの傾きが緩やかになる。

命題 3.1 の基本論理は次のように説明できる。
一期目に参入した企業は，二期目に参入する企業
と比べて，一期目に雇用した従業員にすでに企業
特殊的熟練を与えてしまっているという意味で優
位性がある。そのため，一期目の末に実現する経
営能力が平均以下であっても，それがあるレベル

以上である企業は，退出することなく二期目も引
き続き生産する。経営能力の重要性が高まれば，
企業特殊的熟練の相対的重要性が低下し，した
がって一期目に参入した企業の相対的優位性も低
下するので，一期目の末に実現する経営能力が平
均以下であった企業のうち，より多くの企業が二
期目に生産することなく退出することになる。す
なわち，経営能力の重要性が高まれば，企業の退
出率および従業員の離職率が増加するのである。
そして，一期目に参入した企業は比較的高い離職
率を予測するため，企業特殊的熟練への投資が減
少し，それが二期目も同じ企業に留まる従業員の
二期目の賃金を下げることを通じて賃金プロファ
イルの傾きを緩やかにする。

企業ダイナミックスと企業特殊的熟練の相互連
関が命題 3.1 をもたらす基本要因である。もし，
このモデルが従業員およびその企業特殊的熟練の
蓄積という内部労働市場の要素をもたない企業ダ
イナミックスだけのモデルであったとすれば，経
営能力の重要性が高くても低くても，経営能力が
平均以上であった企業は二期目も引き続き生産
し，平均以下の企業は退出する，という結果とな
る。

この理論モデルは，命題 3.1 を通じて次のよう
な実証的含意あるいは実証予測を生む。一般に，
経営能力の重要性は産業により異なる。例えば，
大きな技術革新が進行中の産業は変わりゆく顧客
ニーズ，それに的確に応える製品・サービスの
企画立案と技術の開発など，様々な不確実性に直
面しており，高度に不確実な状況下で的確な意思
決定を行う経営能力がビジネスの成否の重要な鍵
を握っている。一方，顧客ニーズや技術が安定し
ており不確実性が少ない産業では，経営能力の重
要性もさほど高くないと考えられる。ここで命題
3.1 を適用すれば，不確実性の高い産業はそうで
ない産業に比べて，企業の退出率および従業員の
離職率が高い，という実証予測を生むのである。

このモデルはまた，産業への企業の参入規制に
関して，新たな視点からの政策的含意を生む。政
府は，産業への企業の参入を規制することによっ
てその産業の企業ダイナミックスに影響を及ぼす
ことができる。Morita（2012）は，一期目の一番
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最初に総余剰の最大化を目的とする政府が，二期
目の最初に参入できる企業数に上限を課すことが
できる拡張モデルを分析し，政府は上限を課すこ
とによって均衡における総余剰を増加させること
ができることを示した。その基本論理は以下の
通りである。一期目に参入して従業員に企業特殊
的な熟練を与えた企業は，二期目も引き続き生産
を行う場合，企業特殊的熟練への投資リターンを
賃金交渉により従業員との間で分かち合うことに
より，その従業員の二期目の賃金を決定する。す
ると，企業は投資リターンの一部しか回収できな
いため，企業特殊的熟練への投資レベルは総余剰
最大化の観点から過小となる。ここで，政府が二
期目に参入できる企業の数を規制したとしよう。
すると，参入企業数が減少する分，退出企業数
も減少することになり，企業の退出率ならびに従
業員の離職率が減少する。これを予測する各企業
は，参入規制のもとでは，企業特殊的熟練への投
資を増やす。これは過少投資を緩和するという意
味で，総余剰を増加させる方向に働く。一方で，
参入規制のもとでは，経営能力がより低い企業が
退出せずに生産を続けることになり，これは総余
剰を減少させる方向に作用する。しかし，少なく
とも比較的弱い参入規制のもとでは，前者の過少
投資緩和による正の効果が後者の負の効果を上回
り，したがって政府は，適切なレベルの参入規制
を課すことによって，総余剰を最大化できるので
ある。

参入規制が経済厚生に及ぼす影響について
は，産業経済学理論における先行研究がある。
Mankiw�and�Whinston（1986） ならびに�Suzu-
mura�and�Kiyono（1987）は，同質最終財を生産
する産業に各企業が固定費を支払って参入した上
で生産数量を選択して競争するクールノー型寡占
モデルを分析し，参入規制がない状況下での均衡
における参入企業数が総余剰最大化の観点から過
剰になることを示した。この理論は「過剰参入定
理」として広く知られており，参入規制を経済学
的に分析する際の主要な分析枠組みの一つとなっ
ている 3）。

上記の先行研究に対する�Morita（2012）の新規
性は，企業ダイナミックスと内部労働市場の相互

連関の分析を通じて，参入規制が経済厚生に及ぼ
す影響にアプローチした点にある。これは，参入
規制が企業レベルでの財市場における競争に及ぼ
す影響に焦点をあてた過剰参入定理と補完的な，
参入規制が企業ダイナミックスを通じて企業特殊
的熟練の蓄積に及ぼす影響という新たな視点を提
示するものと考えられる。

最後に，Morita（2012）の理論モデルを用い
て，日米企業間の雇用慣行の相違についてⅡで述
べた複数均衡に基づく説明とは異なる，概略以
下のような説明が可能である（なお，この説明は
Morita（2012）には記述されていない）。Acemoglu,�
Aghion,�and�Zilibotti（2006）も指摘するように，
企業の経営能力は，既存の先端技術のうち自社に
適したものをいかに効果的に選択して効率的に模
倣・運用するかということよりも，今までにない
全く新しい技術をいかに効果的かつ効率的に開発
するかということにとって，より重要である。そ
して，ある国のある産業の技術レベルが世界の技
術最先端からまだ遠く離れているときにはその産
業の企業にとって技術革新よりも既存技術の模倣
が重要であり，したがって経営能力の相対的重要
性はさほど高くないが，最先端に近づくにつれて
革新的な技術開発の相対的な重要性が増し，した
がって経営能力の相対的な重要性も増すことにな
る。

この考え方を，日米産業比較に適用してみよ
う。Okimoto（1989）も指摘するように，1970 年
代中頃までの日本の多くの産業は，まだ世界の技
術最先端から離れており，キャッチアップの段階
であったのに対し，米国の多くの産業は最先端に
あった。そこで，第二次世界大戦後，1970 年代
中頃までの間は，日本の産業における経営能力の
重要性は米国産業におけるそれよりも低かったと
想定できる。ここで，上記の命題 3.1 を適用すれ
ば，日本の企業のほうが米国企業に比して離職率
が低く，企業特殊的熟練により多くを投資し，そ
して従業員の賃金プロファイルの傾きが急であ
る，という Hashimoto�and�Raisian（1985）など
が示した日米間の一連の相違を説明できる。ま
た，モデルのもう一つの理論予測として，日本の
平均的な日本企業の経営能力は米国企業のそれ
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よりも低い，というものがある。経営能力を実
証的に測定して比較するのは難しいが，Porter,�
Takeuchi,�and�Sakakibara（2000）は，多くのケー
ススタディにおいてこの理論予測と整合的な指摘
をしている。　

それでは，1980 年代以降，今日に至る日米企
業間の比較については，どのように考えられるだ
ろうか？�多くの日本産業は，すでに技術の最先
端に到達しており，したがって企業の経営能力の
重要性も増していると考えられる。すると，命題
3.1 によれば，日本企業の離職率は増加し，企業
特殊的熟練への投資は減少し，賃金プロファイル
は緩やかになり，また平均的日本企業の経営能力
は高まる，ことが予測される。もちろん，現実の
企業における変化は，理論予測どおりに行くとし
てもかなりの時間がかかると考えられるが，例え
ば離職率については，Kato（2001）,�Kambayashi�
and�Kato（2009）,�Kawaguchi�and�Ueno（2011）
などが見出したように，徐々に上昇してきている。

Ⅳ�　内部昇進か中途採用かの選択と企業
の組織構造の関連
　─DeVaro�and�Morita（2012）

昇進は内部労働市場分析の主要な研究対象の一
つである。昇進に関する先行理論研究は，限られ
たポジションへの昇進を競わせることで従業員に
働くインセンティブを与えるトーナメントモデ
ル（Lazear�and�Rosen�1981）と，訓練や経験など
により能力が高まった従業員をより困難な職務に
つかせることを昇進ととらえる職務割り当てモデ
ル（Baker,�Jensen,�and�Murphy�1988;�Gibbons�and�
Waldman�1999）に大別できる 4）。既存の職務割り
当てモデルは，一定の能力を超えた従業員は何人
でも昇進させることができるような構造になって
おり，ほとんどの組織において昇進対象となるポ
ジションの数が限定されているという現実を反映
していない。

そこで DeVaro�and�Morita（2012）は，昇進ポ
ジションが限定されている職務割り当てモデルを
分析，企業間の人事戦略に関する戦略的相互依存
性が企業の組織構造を内生的に決定付け，内部昇

進か中途採用かの選択および企業内訓練のレベル
などについての実証的含意を生み出すことを示
し，それに基づく実証分析を行った。その理論篇
では，一人のマネージャーが何人もの部下を持つ
2 階層組織構造の 2 企業からなる産業を，概要以
下のような二期間モデルで分析した。

パラメター Vi（i�=�1,�2）で特徴付けられる 2
企業，企業 1 と 2 が存在する。Vi が高い企業に
おいては，マネージャーの能力が企業の利益によ
り鋭敏に反映されるものとし，V1�>�V2�を仮定す
る。一期目の当初，雇用の対象となる個人が多数
存在し，各個人はこの産業で雇用されない場合は
毎期�w�の賃金をこの産業の外で得る。各企業�i�
は一期目の賃金と従業員に与える訓練のレベル�xi�
∈�（0,�1）を任意の n̂i 人の個人に対してオファー
できる。企業�i�が一期目に実際に雇用した従業員
の数を�ni�で表す。

一期目に雇用される従業員が決定されたあと，
各企業�i�は約束したレベルの訓練�xi�を従業員に
対して与える。一人あたりの訓練コストは xi�の
凸な増加関数とする。訓練レベルが高いほど生産
性の高い従業員の数が増える。具体的には，企
業�i�の一期目の従業員�ni�のうち�xini�人が二期目
に生産性の高い従業員となり，（1�–�xi）ni�人が生
産性の低い従業員となる 5）。生産性の高い従業員
は，二期目の部下としてのアウトプットが大き
く，また，ある一定の確率�P（∈（0,�1））でマ
ネージャーとなり得る能力を持つ。

雇用された従業員は一期目にはすべて部下のポ
ジションにつく。部下としての一期目の能力はす
べての従業員について一定だが，各企業�i�の一期
目の従業員一人当たりアウトプットは従業員数 ni

が増えるにつれて減少する。これは，従業員一人
ひとりが受ける一期目の生産についての指導・監
督の密度が ni が増えるにつれて減少するからで
ある。

一期目の最後に，一期目に受けた訓練の結果を
踏まえて生産性の高い従業員と低い従業員が峻別
される。また，生産性の高い従業員はそれぞれ確
率�P�でマネージャーとしての能力を持つ。企業1
および 2 は，自社および他社のすべての従業員に
ついて，その生産性の高低とマネージャーとして
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の能力の有無をコストゼロで観察できる。生産性
の高い従業員が二期目に部下のポジションについ
た場合のアウトプットは外部賃金�w�よりも高い
が，生産性の低い従業員の場合はそのアウトプッ
トは�w�よりも低い。

二期目において各企業は，従業員一人をマネー
ジャーのポジションに就けることができる。マ
ネージャーになることができるのはマネージャー
としての能力を持つ従業員のみである。企業�i�の
マネージャーの能力を mi で表し，それは一般的
能力�g�と企業特殊的能力�f�から構成されるとす
る。内部昇進したマネージャーは両方の能力を持
つが，他社から採用されたマネージャーは一般的
能力のみを持つ。企業�i�がマネージャーから得る
アウトプットは�Vimi�とする。

一期目の最後に各企業は，自社および他社のす
べての従業員に対して，二期目の賃金をオファー
できる。両企業からオファーを受けた各従業員
は，いずれかの企業のオファーを受けるか，また
はいずれのオファーも受けずにこの産業の外で賃
金 w を得るかを決める。両企業のいずれでも無
差別な場合は，一期目に雇用された企業に留ま
る。こうして二期目に雇用する従業員を確定した
各企業は，そのうち最大一人をマネージャーのポ
ジションに就けて，残りはその部下とする。

モデルの主要な分析結果は以下の通りである。

命題 4.1
このモデルは最低一つの均衡を持つ。すべての

均衡において，企業 1 は企業 2 よりも多くの従業
員を雇い，高いレベルの訓練を与え，大きい期待
利益をあげる。

命題�4.1�の基本論理は次のように説明できる。
企業�i�は，マネージャーとしての能力を持つ従業
員が自社にいなかった場合，マネージャーを企業�
j�から中途採用できる可能性がある。しかし，企
業�j�にもマネージャーになれる従業員がいなかっ
たり，いても一人だけでその従業員は企業�j�にお
いて内部昇進してしまう場合には，中途採用によ
りマネージャーのポジションを埋めることが出来
なくなってしまう。したがって，企業�j�において

生産性の高い従業員の数が少ないほど，企業�i�は
生産性の高い従業員の数を増やしてマネージャー
としての能力を持つ従業員を自社内で確保できる
確率を高めようとする。

ここで，企業 1 のほうが企業 2 よりもマネー
ジャー能力のリターン V が高く，また，内部昇
進したマネージャーのほうが中途採用されたマ
ネージャーに比べて企業特殊的能力�f�を持つ分
だけ能力が高いことを想起しよう。すると，企
業 1 のほうがマネージャーとしての能力を持つ従
業員を自社内で確保するインセンティブをより強
く持つことになり，したがって，一期目に従業員
を多く雇ってより高いレベルの訓練を与えること
によって生産性の高い従業員の数を増やそうとす
る。いっぽう企業 2 は，マネージャーを内部昇進
で確保できなくても企業 1 から中途採用できる可
能性が高いことを予測する結果，企業 1 ほどは生
産性の高い従業員の数を増やそうとしない。ま
た，V1�>�V2�を仮定した結果として，企業 1 の期
待利益のほうが企業 2 のそれよりも大きくなる。

このモデルの新規性は，一期目に何人の従業員
を雇用してどの程度の訓練を与えることによって
何人の生産性の高い従業員を生み出すか，という
各企業の人事戦略が，マネージャーの中途採用の
可能性を通じて，他企業の人事戦略と相互に連関
している点にある。より多くの従業員を雇用して
より高いレベルの訓練を与えることによってより
多くの生産性の高い従業員を生み出す企業 1 は，
均衡における部下の数が企業 2 よりも多く，した
がって，より裾野の広い組織構造を持つことにな
る。

企業間の人事戦略に関する相互依存関係を分析
して企業の組織構造を内生的に決定するこのモデ
ルは，以下のような実証的含意を生む。裾野の
広い組織構造を持つ企業ほど，（i）マネージャー
を内部昇進させる可能性が高く，（ii）より高い
利益を上げ，（iii）従業員に対してより高いレベ
ルの訓練を与える。これらの実証的含意を分析
できる既存の統計データは必ずしも多くはない
が，英国の雇用者統計である�British�Workplace�
Employee�Relations�Survey（WERS）がその目
的に適しているため，DeVaro�and�Morita（2012）
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の実証篇はその 2004 年版を用いて分析，いずれ
の実証的含意とも整合的な結果を得ている。

Ⅴ　お�わ�り�に

本稿では，内部労働市場のあり方と企業レベル
の戦略行動の間の関係を明示的に分析するべく筆
者が行ってきた応用ミクロ理論分析の概要を 3 節
にわたって紹介した。以下では，今後の研究課題
を簡単に要約する。第一は，実証分析の必要性で
ある。ⅡおよびⅢで紹介した理論モデルが幾つか
の新たな実証的含意を生むことは各節で説明し
た通りだが，Morita（2001,�2005）および�Morita

（2012）ではその実証分析を行うに至っていない。
DeVaro�and�Morita（2012）で行ったような実証
分析を行うことが今後の課題となる。第二に，本
稿で紹介した筆者の過去の研究は，内部労働市場
および企業レベルの戦略行動の一部に焦点を当て
ているに過ぎず，これらの論文ではカバーされ
ていない重要な要素がいくつも存在する。例え
ば，従業員の働くインセンティブと企業レベルの
戦略行動の間の関係は，筆者のこれまでの研究で
は分析されていない。また，財・サービス市場に
おける企業間の競争関係と内部労働市場の関係に
ついても，いまだ分析されていない。後者につい
ては，現在筆者の主要研究プロジェクトの一つと
し て，Jean-Etienne�de�Bettignies,�Jed�DeVaro,�
Arghya�Ghosh�の 3 氏と共同で研究を進めている
ところである。

このように，内部労働市場のあり方と企業レベ
ルの戦略行動の間の関係を様々な角度から理論・
実証の両面で分析して有用な知見を蓄積してゆく
ことが，組織経済学と産業経済学の連携を確立・
強化するという観点からも，経済学の発展への重
要な貢献となり得ると筆者は考える。
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Michael�Waldman�教授には博士論文の一部として�Morita

（2001）を指導して頂いてから今日に至るまで，常に温かい
助言と厳しい批判を頂いてきた。同教授の指導なしには筆者
が本稿で紹介した諸論文を完成させることはできなかったで

あろう。ここに深く感謝の意を表したい。また，Australian�
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あたり研究費を提供して頂き，荒知宏氏から迅速的確な研究
補助を受けた。記して感謝申し上げる。
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� 1）�� 日米間のこれらの違いの詳細については，小池（1977），
Hashimoto� and�Raisian（1985），MacDuffie� and�Kochan

（1995）などを参照。
� 2）�� 20 世紀の日本と米国における雇用システムの歴史的生成

と発展について比較制度分析の手法を用いて分析した興味深
い研究として，Moriguchi（2000,�2003）を参照。

� 3）�� 過剰参入定理に関する最新のすぐれた展望論文として，
Suzumura（2012）を参照。�

� 4）�� トーナメントモデルに関する最新のすぐれた展望論文とし
て，Waldman（2012）を参照。

� 5）�� ここでは整数制約を無視しているが，より厳密には，「xini

に最も近く xini よりも小さい整数」などとすればよい。
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